
当資料のお取扱いについては最終ページのご留意事項をご覧ください。

※上記は過去のデータであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
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「持続的で構造的な賃上げ」に向けて

2023年6月に閣議決定された「経済財政運営と改革

の基本方針（骨太方針）2023」の中で、政府は、物価高

に打ち勝つ「持続的で構造的な賃上げ」の実現に向けた

政策を公表しました。

8月には、施策の一つである2023年度の最低賃金が

過去最高の引き上げにより1,004円となりました。

２０３０年代半ばまでに1,500円に引き上げるとの目標

も表明されています。

また2023年を「資産所得倍増元年」とし、「貯蓄から投

資へ」のシフトを大胆かつ抜本的に進めていくとする等、

国民の所得増加のための取り組みが今後積極的に進め

られる模様です。

「 持続的で構造的な賃上げと住宅価格への影響 」

（％）

2023年9月26日

（図1)「経済財政運営と改革の基本方針（骨太方針）2023」一部抜粋

※■は賃金、■は所得に関連するもの
（出所）内閣府公表資料を基に三井住友トラスト・アセットマネジメント

作成

（出所）厚生労働省、Bloombergのデータを基に三井住友トラスト・
アセットマネジメント作成

（図3）賃金と住宅価格の関係

高まる賃上げへの注目度

2023年の春闘では、平均賃上げ率が3.58%と30年

ぶりの高水準を記録しました。賃金上昇の背景としては、

輸入インフレによる国民経済への影響や、人手不足によ

る企業間の人材確保競争、政府による賃上げ推進の動き

などが考えられます。

過去を振り返ると、2000年以降は賃金、物価とも比

較的小幅な変動に留まっていますが、2000年以前の物

価は前年比でプラスが続き、賃金はさらに物価を上回っ

て上昇していたことが確認できます。物価高に打ち勝つ

「持続的で構造的な賃上げ」の実現とは、２０年以上前の

日本に近い状況になるのではと予想されます。

（出所）厚生労働省、総務省のデータを基に三井住友トラスト・アセット
マネジメント作成

（図2）賃金と物価の変動率の推移（前年比）

賃金変動率

（1977年～2022年、年次）

賃上げは住宅価格にもプラスか

過去の賃金と住宅価格の動きを見ると、賃金が上昇し

た局面、特に2％以上上昇した年の大半は、住宅価格が

前年比で2～２０％超上昇していたことが確認できます。

住宅価格には、需給や金利動向など様々な要因が影響

するため一概には言えないものの、今後物価高に打ち勝

つ「持続的で構造的な賃上げ」局面において、特に継続的

な人口流入が見込まれる都市部の住宅価格が下落する

ことは考えにくいのではないかと思われます。

物価変動率

（1977年～2022年、年次）
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三位一体の労働市場改革

・リ・スキリングによる能力向上支援

・個々の企業の実態に応じた職能給の導入

・成長分野への労働移動の円滑化

家計所得の増大と分厚い中間層の形成

・非正規雇用労働者の処遇改善

・最低賃金の引き上げや地域間格差の是正

・適切な価格転嫁・取引適正化

・資産運用立国の実現

・資産所得倍増プランの実行
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【 ご留意事項 】
● 当資料は三井住友トラスト・アセットマネジメントが投資判断の参考となる情報提供を目的として作成したものであり、

金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。
● ご購入のお申込みの際は最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
● 投資信託は値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクを伴います。）に投資しますので基準価額は変動

します。したがって、投資元本や利回りが保証されるものではありません。ファンドの運用による損益は全て投資者の
皆様に帰属します。

● 投資信託は預貯金や保険契約とは異なり預金保険機構および保険契約者保護機構等の保護の対象ではありません。ま
た、証券会社以外でご購入いただいた場合は、投資者保護基金の保護の対象ではありません。

● 当資料は信頼できると判断した各種情報等に基づき作成していますが、その正確性、完全性を保証するものではありま
せん。また、今後予告なく変更される場合があります。

● 当資料中の図表、数値、その他データについては、過去のデータに基づき作成したものであり、将来の成果を示唆ある
いは保証するものではありません。

● 当資料で使用している各指数に関する著作権等の知的財産権、その他の一切の権利はそれぞれの指数の開発元もしく
は公表元に帰属します。




